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持続可能な電力システム構築小委員会（第１０回会合） 

議事要旨 

 

１．事務局より資料１について説明。 

 

２．資料１について、委員・オブザーバーからの主な意見は以下のとおり。 

 

委員 

○当初の導入目的を果たすことが重要。詳細検討においては、レジリエンス

強化、安定供給の向上、電力システムの効率化、再エネ導入促進、地域サ

ービスの向上を俯瞰することが必要。 

○需要家にメリットある制度であることが必要。事前に責任所在等が明確化

されることが重要。配電事業者は、行政や一般送配電事業者等と連携しな

がら、しっかり運用すべき。 

○配電事業者の撤退を防止するモニタリングの仕組みについて。配電事業の

撤退に備え、設備の修繕費用等を積立ていくことは重要。 

○参入要件の厳格化で事業参入の妨げにならないように留意が必要。社会コ

ストが低減できるよう、他省庁とも連携して、必要な規制緩和が実施され

ることが重要であると考える。 

○撤退時に備えた取決めは重要。事業のリスク要因は様々であり、当初予定

していた引継計画や私契約が履行できないことも起こりうる。そもそも配

電事業は利益率が高くなく、他事業の影響で会社全体の財務状況が悪くな

ると撤退につながることも想定される。このような場合、国や自治体が補

修費用を負担するというわけにもいかないだろうから、誰が補修するの

か、託送料金で回収できるようにするのかなど、引継計画等に基づき、原

状回復義務等を履行できなくなった時の対応方法等についての検討が必

要。 

○配電事業者の独自の運用等により、エリアの一般送配電事業者とは異なる

特殊な仕様の設備やシステム等を運用する場合が考えられる。配電事業の

撤退の際に、一般送配電事業者と異なる仕様の設備等を導入している場合

や、例えば、必要な図面の紛失等があれば、円滑な撤退が阻害されるた

め、予めこうした取扱いについても、引継計画等において、しっかりと取

り決めておく必要がある。 

○引継計画の承認審査基準に盛り込まれている譲渡料・貸与料の適正な審査

について、一般送配電事業者は、資金調達の確保等の観点から、特定の配

電事業エリアを譲渡したいなど、恣意的な譲渡料・貸与料の算定がなされ



ることを懸念。こうしたことを防止するために国の審査でもよく確認して

いただきたい。 

○配電事業開始後の事業者の財務面や設備面をモニタリングする仕組みの中

で、配電事業者の設備管理については、一般送配電事業者が確認を行うこ

ととされているが、例えば、配電事業者から高額の設備を買い戻すことを

避けたいという思いが、配電事業者の設備補修にお金をかけさせないとい

うような状況を誘因するのではないかと懸念。こうした状況を防止するた

めに、一般送配電事業者以外の目が入るようにすることが重要。 

○兼業規制の適用除外基準については、発電事業や小売電気事業を兼業する

配電事業者の撤退に際し、最終的に一般送配電事業者が、その業務等を引

継ぐのであれば、一般送配電事業における兼業も問題になりうる。このよ

うな配電事業が一般送配電事業者に承継される場合等についての整理も必

要。 

 

オブザーバー 

○小売電気事業者にとって、託送供給事業者の変更は、小売料金回収の実務

に影響がある。配電事業者の参入について、小売電気事業者が対応できる

ように猶予を持った通知ルールが必要。 

○発電側課金について、配電事業エリア内の整理についても議論する必要が

ある。発電 BG の代表者の支払い先に配電事業者が新たに追加されること

となると、発電 BG の代表者のシステム改修等が必要となる。従って、現

行どおり、一送のみへの支払いに限定することが実務的には負担が少ない

方法となるので、検討をお願いしたい。 

○配電事業者への情報提供について、一般送配電事業者の保有する情報には

セキュリティ上、提供できないものがある。配電事業の参入許可申請に際

しての情報提供ルールついては、セキュリティ情報の提供の観点にも配慮

したバランスの取れたものであると思うので、今回の整理の方向でお願い

したい。 

○例えば、人工呼吸器を使用されているなど、停電時等に特別な対応が必要

な需要家もいらっしゃり、こうした需要家の情報の引継ぎも重要。 

○現場で働く作業員の安全確保のために、一般送配電事業者と配電事業者の

設備が混在しないようにしてほしいという現場の声がある。現場の安全に

も配慮した事業運営になっているかという点についても参入許可審査の中

で必要。 

○配電事業エリアの中に、他の配電事業エリアや特定送配電事業エリアが出

現する場合も想定される。こうしたケースでは、例えば、事業者間精算を

どうするのか、一般送配電事業者と電気的に接続していない配電事業者が

撤退する場合には、誰がその設備や事業を引継ぐのかという中長期的に検

討が必要な課題は存在すると考えている。 



 

事務局 

○撤退に対する御意見については、引継計画において、撤退時に備えた取決

めについて承認審査基準として設けている。こうした審査基準を活用しな

がら、各委員からの御指摘にしっかりと対応したい。一方で、厳しすぎる

運用となれば、先ほど委員からの御指摘にもあったように、いたずらに参

入障壁を上げてしまうことなども懸念される。本制度の趣旨も踏まえ、バ

ランスを考えながら運用したい。 

○一般送配電事業者の譲渡料・貸与料の設定に当たり、一般送配電事業者の

恣意的な運用がなされるのではないかという懸念について、譲渡料等の算

定方法など具体的な内容は、「分散システム導入プラン（仮称）」の中で規

定していくので、御指摘を踏まえ、詳細設計を更に進めていきたい。 

○発電側課金についての意見については、例えば、FIT 賦課金の納付業務等

は、一般送配電事業者に業務委託できることを整理してきた。発電側課金

などの新しい制度も踏まえた配電事業の設計についてもしっかりと進めて

いきたい。 

○国民の生命に関わる情報提供についても、個人情報保護法に従い、一般送

配電事業者から配電事業者に提供いただければと思う。 

 

３．事務局より、資料２から資料４について説明。 

 

４．資料２から資料４について、委員・オブザーバーからの主な意見は以下

のとおり。 

 

○指定区域供給制度や電気計量制度の合理化について、事務局提案を支持。 

○電気計量制度の合理化については、計量専門委員会でしっかり議論してい

ただいて、こうした制度の中で、計量の精度（アキュラシー）の観点か

ら、競争を通じてビジネスが活性化するという絵姿も示していただている

かと思っている。よい議論をしていただき、感謝。 

○平時の電力データ活用について、前回の委員会では申し上げられなかった

が、事務局提案に賛成。 

○データ活用目的の公益性や将来の利用者拡大を想定していくとの御意見も

あったが、サービス提供者も受益者も当面は限られるため、開発の段階か

ら全ての需要家に負担してもらうべきではないと考えている。 

○まずはニーズを感じた需要家やニーズを察知した事業者がコストをかけて

開発・利用し、サービスが広がっていく段階で受益者から回収していくべ

きものと考えている。 

○アカデミアの利用についても研究費を用意しているはずなので、そこから

認定協会に支払って研究を進めていくべきではないかと考える。 



○電力データ活用は、社会課題を解決していくという要素が大きいと認識。 

○CO２削減によるゼロエミッションの実現のために社会の構造自体を変えて

いかなくてはいけないという問題意識があり、そのためにこういったデー

タを使って社会構造を変え、その結果として色々なサービスを実現しなが

ら CO２を削減していくことだと認識。 

○それぞれの事業においては、経済ビジネスの中で当然コストを払いながら

やっていくことだと思うが、副次的に大きく社会課題解決に繋がる可能性

があるものであり、社会全体にある便益を一部補う必要がある。 

○託送料金での手当が難しいのであれば、補助金等で手当することを考えて

いくべきと改めて申し上げたい。 

○災害時の活用のためのシステムも平時に効率的に活用してもらえればと思

う。 

○アカデミックユースは、一般的にも公益性の観点から、使い方をしっかり

モニターするといった一定の規律の中で、ある程度自由に使えるものであ

り、電力データだけ別のルールを作るのは違うのではないかと考える。 

○公益性をどのように捉えるかという点については、現在、色々なものが意

外な形で社会課題解決につながっていることを踏まえると、電力データも

そうした芽を潰してしまうのはもったいない。 

○認定協会がしっかり電力データの利活用をモニタリングしつつ、電力デー

タが社会課題解決に貢献できるような絵姿を描いて欲しい。 

○この課題は、電力データだけでなく、デジタル社会に向けた一般的な問題

と認識する一方、電力データを活用できるよう速やかに対応できるような

制度にしていく必要があると考える。 

 

事務局 

○平時の電力データの活用について、委員からは、分かれた御意見を頂戴し

たと認識しており、事務局としても悩ましい論点と考えている。 

○アカデミックや自治体等の公益的な利用で、どこまで受益者負担として費

用を求めることができるのかというのは、御指摘として理解する。 

○本日の議論では出てこなかったが、例えば新型コロナウイルスの影響によ

る人口動態の調査にも電力データは活用できると認識。 

○一方で、別の委員の御意見にもあったが、ニーズやユースケースが出てこ

ないと議論ができないという難しさがあると認識。 

○したがって、基本的な考え方は御提案したものとしつつ、ニーズを見極め

ながら、柔軟な対応というものも検討すべきなのではないかと考える。 

○頂いた御指摘を踏まえ、どのような整理とすべきか改めて検討したい。 


